
10/28第６回自治体政策研究会「総合区の可能性」が開かれました

10月 28日（土）第 6回自治体政策研究会と第 4回自治フォーラムおおさか共催で、「総合区の可能性」を探りまし

た。

この研究会、元大阪府議会議員の西脇くにお教授が主催者であることで毎回参加者が、濃くで重たいのでプレッ

シャーです。

今回は、元大阪府副知事で現在、大阪府社会福祉協議会小西会長も参加で盛り上がりました。

武さんの報告は、住民自治実現には４つの条件が必要と設定し、その視点から今回の総合区（案）を分析しました。

4つの条件は、

①都市内分権（自治体内分権）→決定できる権限、財源がより近いところにある

②声が届けられる仕組み→主体的に住民が参加・参画できる仕組みがある

③声を届けられる住民→参加・参画できる仕組みを主体的に使いこなせる住民がいる

④コーディネートする力量→住民の参加・参画をコーディネートすることできる役所や中間支援センター

こうした視点からの取り組み事例を実際に作っていき、現実の社会が変わるプロセスの経験をみなさんで積み上げ

ることが住民自治だと考えています。引き続き積み上げていきます。

次回の自治フォーラムは、12月 3日（土）14時～藤井博志教授と地域福祉について考えます。


